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●
 ﹁日本的経営﹂研究の成果︱理論と実証のインタラクション英文で論文や書籍を発表するよ
うになって、海外には筆者の研究成果に反応してくれる見ず知らずの読者が意外にいること 気がついた。その理由と は、英文の読者の数が、日本語のそれに比べて格段に大きいことがあるだろう。それ 加え、日本の産業研究の成果を中国 分析に応用す という筆者のスタイルが 海外 読者の気を引くところがあったのではないかとも考える。
一九八〇年代以降、 いわゆる 「日
本的経営」を理解するために考案された雇用管理や企業間関係、ノベーションのあり方に関する日本人研究者による事実 分析は、欧米の研究者も巻き込みながら、経済学・経営学 の理論研究（特に制度論的経済学）の発展に貢献してきた。筆者はその成果を中国の現実分析に応用しようとしているのだが、この方法は海外 研究者の興味を引くところがあるようで、中国人の中 も同様のスタイ
ルをとる研究者が意外に多くいる。　
前述のような日本経済に関する








観察する機会があった。その際に感じたのは、現在の米国では、かつて日本的経営や日本経済論に関する地道な研究成果が理論の構築に影響を与え ような形で、いわゆる「地域研究」と理論研究とあいだ インタラクションが生じることは、なかなか難しいのではないか、 ということだ。ここでは、その理由につ て、ションの一方の主役であ 、英語圏の学術界の中心的地位を占める米国の大学 事情 い 考えよう。　
まず、米国の大学における地域
研究の低い地位が挙げられる。冷戦期の政策研究として活発化した「地域研究」は、冷戦の終結とともにその呼称自体が負のイメージをともなうようになった。バークレイ校のように地域研究者を多数擁する大学でも、研究対象に応じて「南アジア研究」 、 「中国 」という呼び方 しており 地域研究」 という看板は強調されない。　
さらに重要な理由として、特に
経済学、経営学の分野では、計量
的研究のケーススタディとして特定の地域で生起している事象が扱われるという研究スタイルが定着しており、 研究者がとるような、まず地域の固有性の理解が目的として先にあり、そ ために必要な手段を構築していくという研究スタンスが、ある種「次元 低い」ものだ 見なされているこがあげられよう。 その主な理由は、上述のような経緯で始まった「地域研究」が、日本研究等 例外として、ディシプリナリーな研究に対して重要な成果を提供できなかったという経緯にあったと見てよいだろう。　
加えて、地域研究を一段低いも











とも、学部単位で行うが、それは既存の学問分野の仕切り 従って行われると考えてよい。年一回のサイクルでテニュアトラックやポスドク等の職が公開され、応募が行われる。バークレイの経済学関連のテニュアトラックのポス では、一つのポストに対して書類の応募が二〇〇〜三〇〇人来る。そのうち二〇〜三〇人くらいを、冬に行われる学問分野別の学会総会（経済学だとアメリカ経済学会） に付随する面接会で面接を行って採用する。これは、 全米の採用側、 求職側が集中して面接を行うジョブ・マーケットの重要イベントである。非常にオープンで競争的な選考を経て採 に至る と、そして学部が主体となり、学問分野ごとの採用を行っ いることがわかる。
　
大学に残る者のうち、テニュア
















クグランドとした研究者の研究活動は、当然だが、そ らのディシプリンの発展を目的として展開されており、その議論を構成する経済学、経営学 概念に基づく事実認識や評価について 分析は 既存の研究成果に依拠している場合が多い。他方で、我々が行う経済に関する地域研究は、欧米の学界の区分に従えば、経済地理学にもっとも近いと考えら るが、ある地域 なかでの経済現象間のつながりを全体的 俯瞰しようとする経済地理学は、空間経済学というめざましい例外を除いて、 経 ・経営の理論に関するフィードバックはあまり強いとは言え い。　
米国の学術界は、大量の中国人
留学生を巻き込みながら、各種のディシプリナリーな分野で日々進化している。しかし、そのキャリアパスを巡る壮大な競争メカニズムが、 中国的な論理を含んだ経済・経営の理論の構築をディスカレッジする構造を内包しているように見えるのである。（おおはら
　
もりき／龍谷大学）
